
特定適⽤事業所・短時間労働者についてよくある質問 

Q１. １０⽉から適⽤拡⼤された特定適⽤事業所・短時間労働者とは改めてどういうものですか︖ 
特定適⽤事業所とは、厚⽣年⾦保険の被保険者の総数が常時５０⼈を超える事業所のことです。
短時間労働者とは、特定事業所に勤務する⽅で、次の①から③に該当する場合に、健康保険・厚
⽣年⾦保険の加⼊対象となる⽅のことです。 

① 週の所定労働時間が２０時間以上 

② 賃⾦が⽉額８万８千円以上 

③ 学⽣でない 

 
Q２. 被保険者の総数が常時５０⼈を超えるとは、どのような状態を指しますか︖ 

事業所に使⽤される厚⽣年⾦保険の被保険者の総数が１２か⽉のうち、６か⽉以上５０⼈を超
える⾒込みがある場合を指します。 

 
Q３. 常時５０⼈に短時間労働者や、７０歳以上で健康保険のみ加⼊している者は含めてカウント

しますか︖ 
含めてカウントはしません。 
 

Q４. これから特定適⽤事業所に該当した場合、どのような⼿続きが必要ですか︖ 
⽇本年⾦機構の事務センター等へ特定適⽤事業所該当届の届け出が必要です。 

 
Q５. ５０⼈を超えなくなった場合はどうなりますか︖ 

引き続き特定事業所であるものとして取り扱われます。ただし、被保険者の４分の３以上の同意を
得たことを証明する書類を添えて不該当届を届け出た場合は、この限りではありません。 

 
Q６. 短時間労働者として被保険者資格を取得したが、雇⽤契約の変更があり、正社員になった場合

はどうなりますか︖ 
原則５⽇以内に⽇本年⾦機構事務センター等へ「被保険者区分変更届」を届け出ることになりま
す。 

 



 

 

（日本年金機構ホームページ「短時間労働者に対する健康保険・厚生年金保険の適用拡大のご案内」より抜粋） 


